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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

 （１）指摘事項  該当なし 

 （２）監査意見    該当なし 

（３）決算審査意見   該当なし 

 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 

 

指  摘  事  項 措  置  て  ん  末 

【口頭指摘】 

「STOP 若者流出！プロジェクト」事業（大学連携）につ

いて 

 

県内の高等教育機関に通う学生の県内就職及び定

着に係る取組として、本事業では県内に１名のコーディ

ネーターを配置し、各種取組を実施していますが、現状

は、ほぼ鳥取大学専任となっている状況です。 

高等教育を受ける短い期間で学生に鳥取定着を選択

するよう働きかけるのは容易ではなく、幅広く積極的な取

組が必要であります。  

2020 年度卒業生の県内就職率は、前年度の 34.9％

から34.0％へ低下しており、県内就職率の向上に向け、

コーディネーターの更なる活用が求められます。  

ついては、必要に応じコーディネーターの増員の検討

も含め、より幅広い高等教育機関におけるコーディネー

ターの積極的な活用を推進するとともに、他機関との連

携を深めることにより、事業の効果をあげ、学生の県内

就職・定着への意欲の向上を図るべきであります。 

 

 

 

 

より幅広い高等教育機関におけるコーディネーター

の積極的な活用を目指して、鳥取大学以外の学生の

参加者増に向け、各大学等の学生ニーズに応じた取

組となるよう、コーディネーターが各大学等を個別訪問

し、これまでの取組で連携しきれていなかった要因の

聞取りや取組方法への助言等を行っています。 

加えて、各大学等のキャリア支援担当等による連携

会議を立ち上げ、取組内容（訪問企業の選定やイベン

トテーマ設定等）や学生へのアプローチ強化策につい

て協議・検討を進め、内容がより各大学等の学生ニー

ズに応じたものとなるよう取組みます。 

 

３ 職員の定員、現員調べ 

 

種別 

 

区分 

事務職員 技術職員 現業職員 合 計 

備  考 4.4.1 

現 在 

3.4.1 

現 在 

4.4.1 

現 在 

3.4.1 

現 在 

4.4.1 

現 在 

3.4.1 

現 在 

4.4.1 

現 在 

3.4.1 

現 在 

定   員 ９ ９ ０ ０ ０ ０ ９ ９ 

事務職員に教員1

を含む。(R3も同

じ) 

現   員 
（ ） 

９ 

（ ） 

９ 

（ ） 

０ 

（ ） 

０ 

（ ） 

０ 

（ ） 

０ 

（ ） 

９ 

（ ） 

９ 

 

 

過不足(△) ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
 

 

臨 時 的 

任 用 職 員 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 

会 計 年 度 

任 用 職 員 
１ １ ０ ０ ０ ０ １ １ 

 

 

 

４ 役付職員の調べ 

（令和４年７月１日現在） 

職    名 氏    名 在 職 期 間 備    考 

課長 藤田 博美 

年 

０ 

月 

３ 

 

 

課長補佐 森山 孝之 ０ ３  

課長補佐 安岡 直子 ０ ３  

課長補佐 海老名 静香 ２ ３  
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５　主な事業に関する調べ
（単位：千円）

国庫支出金 起　　債 そ の 他 一般財源
1,963,194 296,485 0 0 1,666,709

大項目－ 中項目－ 小項目－
ＳＤＧｓゴール　04 質の高い教育をみんなに

１　事業の目的、概要

２　事業の内容、概要

１　私立高等学校教育振興補助金 （単位：千円）
区分 補助額 実施校

一般分 1,661,371 8

特別分 27,608 8

計 1,688,979 8

２　私立中学校教育振興補助金 （単位：千円）
区分 補助額 実施校

一般分 148,503 3

特別分 4,416 3

計 152,919 3

３　私立専修学校教育振興補助金（単県） （単位：千円）
区分 補助額 実施校

一般分 19,090 14

特別分 60,750 3

計 79,840 15

４　私立専門学校授業料等減免費交付金 （単位：千円）
対象者 補助額 実施校

授業料：89人
入学金：52人

41,456 5

計 41,456 5

３　事業成果（改善状況）、実施の状況

　引き続き、私学教育の充実と保護者負担の軽減を図っていくために、計画的な学校訪問の実施等に
より各学校の実情を把握するとともに、適切な助言や情報提供による支援を行っていく必要がある。

　私立学校の運営費（教育管理費）に対する
補助

　学校教育法による指定を受けた連携科目の
授業を行う学科の運営費に対する補助（技能
教育施設運営費、魅力ある技能教育施設支
援事業）

事業概要

　専門学校に通う生徒の授業料及び入学金の
減免に対する補助

　私立専門学校授業料等減免費交付金について実施校が1校追加となり、県内の専門学校5校に通う生
徒の授業料及び入学金の減免に対する補助を行った。

　私立高等学校8校、中学校3校、専修学校15校における、教育条件の維持向上、保護者の負担軽減な
どを図った。

事業概要

令和新時代創生戦略

政策項目 －

　学校経営の健全性を高め、特色ある取組を促進することを目的として、私立学校の運営費に対して
助成を行い、私立学校の教育条件の維持向上及び保護者負担の軽減を図る。

事業概要

　私立高等学校運営費（人件費、教育管理費
及び設備費）に対する補助

　舎監人件費、土曜日授業実施経費、アクティ
ブラーニング推進に係るICT機器の整備、身近
な地域で学ぶ実践教育支援、授業目的公衆
送信保証金、心豊かな学校づくりに対する補
助

事業概要

　私立中学校運営費（人件費、教育管理費及
び設備費）に対する補助

　土曜日授業実施経費、アクティブラーニング
推進に係るICT機器の整備、心豊かな学校づ
くりに対する補助

事　　　業　　　名
決算額

財　　源　　内　　訳

私立学校教育振興補助金

将来ビジョン －
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（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起  債 そ の 他 一般財源 

公立大学法人鳥取環境大学運営費交

付金等事業 

526,104  3,000 380,193 142,911 

将来ビジョン － 

令和新時代創生戦略 大項目－  中項目－   小項目－   

ＳＤＧｓゴール 04 質の高い教育をみんなに 

政策項目 公立大学にふさわしい機能を整え、高等教育機関・研究機関として学生、企業、地

域から高い評価を得る。 

１ 事業の目的・概要 

  公立鳥取環境大学の運営に必要な経費の一部について、運営費交付金として交付するとともに、大

規模修繕に対する助成や修学支援新制度における授業料等無償化(減免)に係る経費の交付等を行い、

大学の安定経営に向けた取組を支援するともに、中期目標に基づいた大学づくりを推進する。 

 

２ 主な事業内容 

 （１）運営費交付金算定の考え方 

ア 大学の適切な運営に必要となる標準的な支出見込額と、学生納付金（受験料、入学金、授業

料）等の標準的な収入額との差を、使途を特定しない運営費交付金として交付する。（県・鳥取

市折半） 

    ただし、退職手当及び各年度に臨時的に必要となる経費は、個別に必要額を措置する。 

イ 緊急かつ大規模な修繕等の経費については、別に大規模修繕費補助金として交付する。 

ウ 運営費交付金と大規模修繕費補助金の合計額は、地方交付税算入試算額以内とする。 

 

（２）所要額 

   ア 運営費交付金 454,189円 

（標準分）427,298千円 

（その他）26,891千円：退職手当、設備更新等 

イ 大規模修繕費補助金 36,897千円 

ウ 新生公立鳥取環境大学運営協議会負担金 85千円 

エ 事務費 289千円 

オ 運営費交付金（修学支援新制度分） 34,644千円 

 

３ 事業成果（改善状況）・課題等 

・地域の公立大学としての使命を果たすため、中期目標に従い、大学の質向上や地域に必要とされる 

大学づくりを進めている。近年では、学内外での積極的なSDGｓ活動の推進、令和3年度カリキュラ 

ム改訂及び副専攻制度の導入、動画配信等による積極的な広報等に取り組むとともに、多くの志願 

者・入学者を確保し、安定経営に努めている。 

  ・また、コロナ禍での大学運営について、学内の危機管理対策本部の設置による迅速な意思決定、 

オンライン授業への切り替えや審議会及び保護者会等をWEB開催するためのICTの積極的な導入、 

経済面での学生支援や新入生に対するサポート制度の創設など、多岐にわたる対策を講じ学生の学 

びを継続するとともに、大学においてワクチン職域接種を実施し、学生、教職員、近隣企業従業員 

等の早期接種に貢献した。 

・Ｒ４年度入試の県内入学率は２２．６％（昨年度２１．３％）と増加傾向にあるが、県内高校への

働きかけに力を入れる等、更なる志願者確保に努める必要がある。 

・Ｒ３年度末卒業生の県内就職率は１６．５％（昨年度１４．３％）と増加しているものの、コロナ

前の就職率（Ｒ１：２３．４％）より低下しており、コロナ終息後を見据えた戦略の練り直しを行

うとともに、学生と県内企業とのマッチング強化等、中期目標30％達成に向けた取り組みが必要。 
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（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起  債 そ の 他 一般財源 

「とっとりプラットフォーム５＋

α」運営支援事業 

2,972    2,972 

将来ビジョン － 

令和新時代創生戦略 大項目－  中項目－   小項目－   

ＳＤＧｓゴール 04 質の高い教育をみんなに 

政策項目 － 

１ 事業の目的・概要 
  県内５つの高等教育機関、商工団体、医療・福祉団体、行政が連携して県内の課題解決に資する取
り組みを行う「とっとりプラットフォーム５＋α」の事務局を担う藤田学院（鳥取看護大学・鳥取短
期大学）に、コーディネーターを１名配置し、県内の高等教育及び地域の更なる活性化を推進する。 

 
２ 主な事業内容 

県内高等教育機関の学生が参画し、学生における学びの機会の創出だけでなく、地域で様々な活動
や交流を促進することで、若者が地域に興味・関心を持つ或いは愛着形成が期待されるような事業を
「とっとりプラットフォーム５＋α」で取り組むために、企画・調整・事業実施を担うコーディネー
タ―に係る人件費について助成を行う。 

  実施主体：藤田学院（鳥取看護大学・鳥取短期大学） 
  補助率：県 1/2、藤田学院 1/2 
 
  ＜Ｒ３年度に取り組む事業＞ 
・対話型鑑賞ファシリテーター養成事業 
・美術館フィールド活用支援事業 
・県立美術館サポート事業 
・こども食堂発信事業 
・若者による地域防災活動の推進  等 

 

３ 事業成果（改善状況）・課題等 

・平成 29年 10 月に、鳥取短期大学がとりまとめ校となり、「とっとりプラットフォーム５＋α」が

組織化され、現在、県内５つの高等教育機関、商工団体、医療・福祉団体、文化団体及び行政

（県・県教委・倉吉市）が共同・連携し、中長期計画（平成 30年度～令和４年度）で掲げた地域リ

スクマネジメント体制強化など、１２課題に対応する具体的な数値目標を設けて、本県の高等教育

及び地域の更なる活性化を推進のための取組を行っている。 

 ・令和３年度から取り組んでいる「県立美術館支援」に関する取組においては、美術ファシリテー

ター養成講座に 157 人が参加し、鳥取短期大学での取組を参考に、鳥取大学、米子高専でも、コレ

クション宅配便（県立美術館の美術品を用いた対話型鑑賞）が実施される等、活動が拡がりつつあ

る。 

 ・若者による地域防災活動の推進に関する取組においては、防災士養成研修時受講の働きかけを行う

などにより、令和３年度は 39 名(令和２年度 33 名)の学生が防災士養成研修に申し込む等、学生の

防災士や地域防災活動に携わる若者が増えつつある。 

・引き続き、令和７年春開館予定の県立美術館の運営を支える人材の養成や県全域に向けた県立美術

館の魅力発信等に取り組むとともに、県内の「子ども食堂」に係る情報発信や若者が地域防災活動

に積極的に参加するための取組等、県政課題、地域課題の解決に資する取組を、推進していく必要

がある。 
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0
0
0

合
　

　
　

　
　

計

計
画

調
査

費

0

55
1
,6

5
6
,0

0
0

△
 4

,6
5
3
,0

0
0

0
0

0
0

51
5
,8

0
0

5
15

,8
00

0

1
,6

4
0
,0

2
2
,7

1
9

1
,6

40
,0

2
2
,7

1
9

0

総
務

債
29

,0
00

,0
00

△
 2

6
,0

0
0
,0

0
0

0
3,

0
0
0,

0
00

4
09

,0
00

0

0

利
子

及
び

配
当

金
4,

1
2
6,

0
00

4
,1

2
6
,8

9
4

0
0

総
務

費
国

庫
補

助
金

1
,2

4
8
,7

6
3,

0
0
0

42
,0

8
0
,0

0
0

0
1
,2

9
0
,8

4
3,

0
0
0

1
,2

5
5
,9

0
0
,9

1
9

1
,2

55
,9

0
0
,9

1
9

雑
入

区 　 分
科

　
　

目

予
　

　
　

　
　

算
　

　
　

　
　

現
　

　
　

　
　

額
調

　
定

　
額

収
入

済
額

不
納

欠
損

額
収

入
未

済
額

備
　

　
　

　
　

考
当

初
予

算
額

補
正

予
算

額
継

続
費

及
び

繰
越

事
業

費
繰

越
財

源
充

当
額

計

0

日
本

私
立

学
校

振
興

・
共

済
事

業
団

受
託

事
業

収
入

3
7
7
,0

0
0

0
0

3
7
7
,0

0
0

40
9
,0

0
0

0
0

4,
1
2
6,

0
00

4
,1

2
6,

8
9
4

0

3
,0

0
0,

0
0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
00 0 0

区 　 分
科

　
　

目

予
　

　
　

　
　

算
　

　
　

　
　

現
　

　
　

　
　

額
支

出
済

額
（
決

算
額

）

決
算

額
の

内
訳

合
　

　
　

　
　

計
1
,6

5
8
,3

3
7,

0
0
0

1
6
,0

8
0
,0

0
0

0
1
,6

7
4,

4
1
7,

0
0
0

歳 　 　 　 　 　 　 入

鳥
取

県
環

境
学

術
等

研
究

基
金

繰
入

金
37

6
,0

7
1
,0

0
0

0
0

37
6
,0

7
1
,0

0
0

3
76

,0
70

,1
0
6

3
7
6,

0
7
0,

1
0
6

0

翌
年

度
繰

越
額

差
引

残
額

（
不

用
額

）
備

　
考

3
,2

67
,1

6
8
,6

9
3

3
,2

6
7
,1

6
8
,6

9
3

3
,3

0
6,

9
2
6,

0
0
0

0
0

5
,0

0
0
,0

0
0

0

39
,7

57
,3

0
7

0
00

5
4
0,

5
8
3,

7
8
8

0
0

6,
4
19

,2
12

3
,8

5
8,

9
2
9,

0
0
0

5
,0

0
0
,0

0
00

46
,1

76
,5

1
9

5
,0

0
0
,0

0
0

0
3
,8

07
,7

5
2
,4

8
1

3
,8

0
7
,7

5
2
,4

8
1

54
7
,0

0
3
,0

0
0

5
40

,5
83

,7
8
8
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７
　

事
業

別
実

施
状

況
調

べ
（

単
位

：
円

、
％

）

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

繰
　

越
　

額

予
 
備

 
費

支
出

及
び

流
用

増
減

計 Ａ

1
3
9
,
3
4
3
,
0
0
0

△
 
2
1
,
9
5
0
,
0
0
0

0
0

1
1
7
,
3
9
3
,
0
0
0

1
1
6
,
2
5
0
,
6
5
6

0
1
,
1
4
2
,
3
4
4

9
9
.
0
%

3
6
,
1
8
6
,
0
0
0

△
 
7
,
6
6
5
,
0
0
0

0
0

2
8
,
5
2
1
,
0
0
0

2
8
,
2
4
7
,
4
0
1

0
2
7
3
,
5
9
9

9
9
.
0
%

2
,
2
5
0
,
0
0
0

0
0

0
2
,
2
5
0
,
0
0
0

9
1
6
,
7
0
8

0
1
,
3
3
3
,
2
9
2

4
0
.
7
%

0
.
0
%

令
和

３
年

７
月

の
記

録
的

な
豪

雨
に

よ
り

崩
落

し
た

、
学

校
法

人
藤

田
学

院
の

グ
ラ

ウ
ン

ド
復

旧
に

要
す

る
経

費
を

支
援

し
た

。
[
繰

越
し

た
理

由
］

年
度

内
完

了
が

困
難

な
た

め
。

目
　

計
0

0
0

5
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
0
0
0
,
0
0
0

0
5
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

1
,
9
7
9
,
0
4
8
,
0
0
0

1
,
9
6
3
,
1
9
4
,
4
4
7

7
3
2
,
5
3
0

0
1
,
7
5
5
,
4
7
0

2
9
.
4
%

私
立

専
修

学
校

が
実

施
す

る
感

染
症

対
策

及
び

学
習

保
障

に
係

る
取

り
組

み
に

つ
い

て
補

助
を

行
っ

た
。

県
内

専
修

学
校

の
８

校
が

活
用

し
た

。
[
不

用
額

の
理

由
］

補
助

活
用

校
が

見
込

よ
り

少
な

か
っ

た
た

め
。

私
立

高
等

学
校

等
就

学
支

援
金

支
給

等
事

業
私

立
学

校
に

在
籍

す
る

高
校

生
等

の
授

業
料

の
助

成
を

行
っ

た
。

私
立

中
学

・
高

校
生

へ
の

学
び

の
応

援
事

業

1
1
,
6
5
2
,
0
0
0

0
0

1
,
0
2
8
,
5
1
6
,
0
0
0

1
,
0
2
1
,
5
5
5
,
2
7
9

0
6
,
9
6
0
,
7
2
1

9
9
.
3
%

主
な

事
業

に
関

す
る

調
べ

の
と

お
り

。
[
不

用
額

の
理

由
］

私
立

専
門

学
校

授
業

料
等

減
免

費
交

付
金

に
つ

い
て

、
対

象
の

学
生

が
見

込
よ

り
少

な
か

っ
た

た
め

。

予
　

　
算

　
　

現
　

　
額

事
 
業

 
名

支
出

済
額

（
決

算
額

）
Ｂ

翌
年

度
繰

越
額

Ｃ

差
引

残
額

（
不

用
額

）
Ａ

-
Ｂ

-
Ｃ

私
立

中
学

校
・

高
等

学
校

の
学

校
寮

及
び

部
活

動
に

お
け

る
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

対
策

強
化

事
業

私
立

中
学

校
・

高
等

学
校

が
行

っ
た

学
校

寮
及

び
部

活
動

に
お

け
る

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

対
策

に
対

し
て

、
必

要
な

経
費

を
助

成
し

た
。

[
不

用
額

の
理

由
］

補
助

活
用

校
が

見
込

よ
り

少
な

か
っ

た
た

め
。

（
私

立
学

校
振

興
費

）

執
行

率 B
/
A

事
業

計
画

と
実

績
・

成
果

、
不

用
額

の
理

由
等

（
一

般
管

理
費

）

７
月

豪
雨

に
お

け
る

藤
田

学
院

グ
ラ

ウ
ン

ド
復

旧
支

援
事

業
0

0
0

5
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
0
0
0
,
0
0
0

0
5
,
0
0
0
,
0
0
0

0

私
立

学
校

施
設

整
備

費
補

助
金

私
立

中
学

校
及

び
高

等
学

校
が

行
っ

た
老

朽
化

し
た

校
舎

等
の

改
修

事
業

等
に

係
る

借
入

金
の

利
子

等
の

一
部

を
助

成
し

た
。

（
主

）
私

立
学

校
教

育
振

興
補

助
金

1
,
9
0
0
,
0
5
2
,
0
0
0

7
8
,
9
9
6
,
0
0
0

0
0

0
1
5
,
8
5
3
,
5
5
3

9
9
.
2
%

私
立

専
修

学
校

の
感

染
症

対
策

に
係

る
支

援
事

業
2
,
4
8
8
,
0
0
0

0
0

0
2
,
4
8
8
,
0
0
0

1
,
0
1
6
,
8
6
4
,
0
0
0

す
べ

て
の

中
学

生
、

高
校

生
等

に
対

し
て

安
心

し
て

勉
学

に
打

ち
込

め
る

環
境

を
作

る
た

め
、

就
学

支
援

金
制

度
に

上
乗

せ
の

補
助

を
行

っ
た

。
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当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

繰
　

越
　

額

予
 
備

 
費

支
出

及
び

流
用

増
減

計 Ａ

1
,
8
0
0
,
0
0
0

0
0

0
1
,
8
0
0
,
0
0
0

2
4
9
,
0
0
0

0
1
,
5
5
1
,
0
0
0

1
3
.
8
%

2
,
7
0
0
,
0
0
0

0
0

0
2
,
7
0
0
,
0
0
0

6
3
7
,
4
2
3

0
2
,
0
6
2
,
5
7
7

2
3
.
6
%

6
7
5
,
0
0
0

0
0

0
6
7
5
,
0
0
0

0
0

6
7
5
,
0
0
0

0
.
0
%

私
立

中
学

校
・

高
等

学
校

が
行

っ
た

部
活

動
に

お
け

る
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

策
に

対
し

て
、

必
要

な
経

費
を

助
成

し
た

。
事

業
活

用
：

２
校

[
不

用
額

の
理

由
］

補
助

活
用

校
が

見
込

よ
り

少
な

か
っ

た
た

め
。

1
5
.
7
%

2
,
3
1
8
,
7
6
4

令
和

３
年

度
新

規
事

業
実

績
な

し
[
不

用
額

の
理

由
］

令
和

３
年

度
は

該
当

す
る

学
校

が
な

か
っ

た
た

め
。

1
3
,
1
3
0
,
0
0
0

△
 
9
6
6
,
0
0
0

0

4
3
1
,
2
3
6

教
育

関
係

施
設

感
染

症
予

防
対

策
支

援
事

業

各
種

学
校

及
び

フ
リ

ー
ス

ク
ー

ル
が

行
っ

た
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
予

防
対

策
に

対
し

て
、

必
要

な
経

費
を

助
成

し
た

。
事

業
活

用
：

７
校

[
不

用
額

の
理

由
］

補
助

活
用

校
が

見
込

よ
り

少
な

か
っ

た
た

め
。

県
内

等
修

学
旅

行
支

援
事

業
（

私
立

学
校

）

私
立

高
等

学
校

等
が

県
内

等
で

実
施

し
た

修
学

旅
行

に
つ

い
て

、
旅

行
経

費
の

一
部

を
生

徒
に

対
し

て
助

成
し

た
。

事
業

活
用

：
３

校
[
不

用
額

の
理

由
］

補
助

活
用

校
が

見
込

よ
り

少
な

か
っ

た
た

め
。

目
　

計

家
庭

学
習

の
た

め
の

通
信

機
器

整
備

支
援

事
業

事
 
業

 
名

予
　

　
算

　
　

現
　

　
額

支
出

済
額

（
決

算
額

）
Ｂ

翌
年

度
繰

越
額

Ｃ

差
引

残
額

（
不

用
額

）
Ａ

-
Ｂ

-
Ｃ

執
行

率 B
/
A

3
,
2
6
7
,
1
6
8
,
6
9
3

0
3
9
,
7
5
7
,
3
0
7

3
,
2
4
7
,
1
0
9
,
0
0
0

5
9
,
8
1
7
,
0
0
0

0
0

3
,
3
0
6
,
9
2
6
,
0
0
0

0

9
8
.
8
%

0
4
,
0
1
9
,
4
2
0

9
6
.
9
%

事
業

計
画

と
実

績
・

成
果

、
不

用
額

の
理

由
等

安
心

安
全

な
部

活
動

実
施

の
た

め
の

新
型

コ
ロ

ナ
対

策
事

業
（

私
立

学
校

）
0

2
,
7
5
0
,
0
0
0

0
0

2
,
7
5
0
,
0
0
0

私
立

学
校

支
援

等
事

業

私
立

高
等

学
校

等
が

実
施

す
る

人
材

育
成

に
関

す
る

幅
広

い
事

業
に

対
し

て
必

要
な

経
費

を
助

成
し

た
。

ま
た

、
私

学
関

係
団

体
が

実
施

す
る

研
修

事
業

及
び

共
済

事
業

等
に

対
し

て
助

成
し

た
。

（
不

登
校

対
策

事
業

へ
流

用
。

）

不
登

校
対

策
事

業

フ
リ

ー
ス

ク
ー

ル
を

運
営

す
る

事
業

者
に

対
し

、
必

要
な

経
費

を
助

成
し

た
。

（
私

立
学

校
手

話
教

育
推

進
事

業
か

ら
流

用
。

）
フ

リ
ー

ス
ク

ー
ル

に
通

所
す

る
児

童
生

徒
の

通
所

経
費

を
補

助
し

た
市

町
村

の
事

業
費

に
対

し
て

補
助

を
行

っ
た

。

1
3
1
,
6
2
1
,
0
0
0

△
 
3
,
0
0
0
,
0
0
0

0
△

 
7
5
,
0
0
0

1
2
8
,
5
4
6
,
0
0
0

1
2
4
,
5
2
6
,
5
8
0

7
5
,
0
0
0

1
2
,
2
3
9
,
0
0
0

1
0
,
4
2
7
,
4
3
3

0
1
,
8
1
1
,
5
6
7

8
5
.
2
%
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当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

繰
　

越
　

額

予
 
備

 
費

支
出

及
び

流
用

増
減

計 Ａ

8
,
3
4
6
,
0
0
0

△
 
2
,
8
6
7
,
0
0
0

0
△

 
9
,
0
0
0

5
,
4
7
0
,
0
0
0

4
,
6
0
6
,
8
5
8

0
8
6
3
,
1
4
2

8
4
.
2
%

4
,
2
6
7
,
0
0
0

0
0

0
4
,
2
6
7
,
0
0
0

4
,
0
4
0
,
4
5
4

0
2
2
6
,
5
4
6

9
4
.
7
%

4
0
9
,
0
0
0

0
0

0
4
0
9
,
0
0
0

1
7
2
,
3
2
3

0
2
3
6
,
6
7
7

4
2
.
1
%

3
,
0
1
3
,
0
0
0

0
0

0
3
,
0
1
3
,
0
0
0

2
,
9
7
1
,
4
6
3

0
4
1
,
5
3
7

9
8
.
6
%

0
1
,
5
0
0
,
0
0
0

0
0

1
,
5
0
0
,
0
0
0

1
,
1
0
0
,
0
0
0

0
4
0
0
,
0
0
0

7
3
.
3
%

目
　

計
5
4
0
,
5
8
3
,
7
8
8

実
習

等
県

内
学

生
教

育
活

動
支

援
事

業

コ
ロ

ナ
禍

に
お

い
て

も
安

心
し

て
実

習
等

が
実

施
で

き
る

よ
う

、
大

学
等

に
お

け
る

学
生

教
育

活
動

の
継

続
を

応
援

す
る

た
め

、
応

援
金

を
支

給
し

た
。

主
な

事
業

に
関

す
る

調
べ

の
と

お
り

執
行

率 B
/
A

事
業

計
画

と
実

績
・

成
果

、
不

用
額

の
理

由
等

5
3
2
,
8
4
0
,
0
0
0

△
 
3
,
2
8
6
,
0
0
0

0
9
,
0
0
0

5
2
9
,
5
6
3
,
0
0
0

5
2
6
,
1
0
3
,
4
1
8

0
3
,
4
5
9
,
5
8
2

9
9
.
3
%

2
,
7
8
1
,
0
0
0

0
0

0
2
,
7
8
1
,
0
0
0

1
,
5
8
9
,
2
7
2

3
,
7
9
8
,
7
6
5
,
0
0
0

5
5
,
1
6
4
,
0
0
0

0
5
,
0
0
0
,
0
0
0

3
,
8
5
8
,
9
2
9
,
0
0
0

5
4
7
,
0
0
3
,
0
0
0

0
6
,
4
1
9
,
2
1
2

9
8
.
8
%

学
術

振
興

・
人

材
育

成
事

業

小
中

学
生

を
対

象
と

し
た

科
学

の
実

験
や

幼
児

か
ら

大
人

ま
で

が
も

の
づ

く
り

に
関

わ
る

イ
ベ

ン
ト

等
を

実
施

。
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

感
染

防
止

の
た

め
事

業
を

中
止

又
は

規
模

を
縮

小
し

て
開

催
し

た
。

（
公

立
大

学
法

人
鳥

取
環

境
大

学
運

営
費

交
付

金
等

事
業

か
ら

流
用

。
）

高
等

教
育

機
関

等
支

援
事

業

県
内

高
等

教
育

機
関

が
行

う
調

査
研

究
費

助
成

の
ほ

か
、

大
都

市
圏

の
大

学
と

の
交

流
な

ど
に

対
し

、
助

成
し

た
。

[
不

用
額

の
理

由
］

大
都

市
圏

の
大

学
と

の
交

流
に

つ
い

て
、

W
E
B
で

の
交

流
な

ど
を

想
定

し
て

い
た

が
、

コ
ロ

ナ
の

影
響

に
よ

り
実

施
し

な
か

っ
た

た
め

。

総
合

教
育

会
議

運
営

費

「
地

方
教

育
行

政
の

組
織

及
び

運
営

に
関

す
る

法
律

」
に

基
づ

く
「

総
合

教
育

会
議

」
を

設
置

し
、

知
事

と
教

育
委

員
会

と
の

協
議

・
調

整
を

実
施

し
、

教
育

に
関

す
る

大
綱

の
改

定
を

行
っ

た
。

[
不

用
額

の
理

由
］

実
施

回
数

の
減

（
3
回

→
2
回

）
及

び
、

オ
ン

ラ
イ

ン
開

催
に

よ
る

も
の

。

0
1
,
1
9
1
,
7
2
8

5
7
.
1
%

学
生

等
県

内
定

着
推

進
事

業
県

内
の

高
等

教
育

機
関

の
学

生
の

県
内

就
職

・
定

着
を

推
進

す
た

め
、

鳥
取

大
学

に
対

し
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
配

置
等

に
要

す
る

費
用

の
一

部
を

助
成

し
た

。

3
,
8
0
7
,
7
5
2
,
4
8
1

5
,
0
0
0
,
0
0
0

合
　

計
4
6
,
1
7
6
,
5
1
9

（
主

）
公

立
大

学
法

人
鳥

取
環

境
大

学
運

営
費

交
付

金
等

事
業

9
8
.
7
%

5
5
1
,
6
5
6
,
0
0
0

△
 
4
,
6
5
3
,
0
0
0

0
0

主
な

事
業

に
関

す
る

調
べ

の
と

お
り

（
学

術
振

興
・

人
材

育
成

事
業

へ
流

用
。

）

(
計

画
調

査
費

)

事
 
業

 
名

予
　

　
算

　
　

現
　

　
額

支
出

済
額

（
決

算
額

）
Ｂ

翌
年

度
繰

越
額

Ｃ

差
引

残
額

（
不

用
額

）
Ａ

-
Ｂ

-
Ｃ

（
主

）
「

と
っ

と
り

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

５
＋

α
」

運
営

支
援

事
業
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８ 予備費の充用調べ 該当なし 

 

９ 現金の取扱状況 

（１）現金取扱状況  該当なし 

（２）つり銭の状況  該当なし 

 

１０ 財産に関する調べ 

（１）公有財産 

ア 土 地      該当なし 

イ 建 物      該当なし 

ウ 山 林      該当なし 

エ 不動産売却等   該当なし 

オ 財産の交換    該当なし 

カ 動 産      該当なし 

キ 物 権      該当なし 

ク 無体財産権    該当なし 

ケ 有価証券     該当なし 

コ 出資による権利 

 

 

 

（２）金券類の保有状況 

ア 金券の保有状況   有 ・ 無 

イ タクシーチケットの保有状況 

（令和４年３月３１日現在） 

前年度末未使用枚数 
本  年  度  中 

本年度末未使用枚数 
購 入 枚 数 使用枚数及び金額 

２６枚 

 

０枚 

 

０枚 ２６枚 

 ０円 

 

 

（３）基 金 

（令和４年３月３１日現在） 

種  別 前年度末 
本  年  度  中 

本年度末 備  考 
増 減 

鳥取県環境学術
等研究基金 

2,543,151,542円  380,048,381円 2,163,103,161円 
 

合  計 2,543,151,542円 0円 380,048,381円 2,163,103,161円  

 

（４）債 権    該当なし 

 

 

区  分 
前年度末 

（数量、金額） 

本年度中 本年度末 

(数量、金額) 
法人名 備考 

増 減 

公立大学法人鳥取

環境大学出資金 

4,168,415,000円   4,168,415,000円 公立大学法人鳥取環

境大学 

 

鳥取バイオサイエ

ンス振興会出捐金 

3,000,000円 

 

 

 

 

 

3,000,000円 

   

財団法人鳥取バイオ

サイエンス振興会 

 

 

合  計 4,171,415,000円 0円 0円 4,171,415,000円   
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１１ 財産の貸付け及び使用許可調べ 

（１）土地及び建物        該当なし 

（２）物 品           該当なし 

 

１２ 借受不動産明細調べ     該当なし 

 

１３ 職員駐車場の管理状況調べ  該当なし 

 

１４ 寄附物件の受納状況調べ   該当なし 

 

１５ 備品の処分状況調べ     該当なし 

 

１６ 貸付金等状況調べ      該当なし 

 

○ 意見、要望等         該当なし 

  

-10-


